
議案第７９号 

 

 

令和５年度 佐々町水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 

第１条 令和５年度 佐々町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

第２条 令和５年度 佐々町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及

び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）     （既決予定額）    （補正予定額）      （計） 

収   入 

 第１款 水道事業収益   374,231 千円    △3,385 千円        370,846 千円 

  第２項 営業外収益    23,771 千円      △3,385 千円         20,386 千円 

 

支   出 

第１款 水道事業費用   374,231 千円     △3,385 千円        370,846 千円 

 第 1 項 営業費用    321,941 千円   △20,218 千円         301,723 千円 

第４項 予備費       45,664 千円      16,833 千円           62,497 千円 

 

 

 



第３条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 212,046 千円は当年度

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 34,415 千円、減債積立金 52,000 千円、過年度分損益勘定留

保資金 34,639 千円、当年度分損益勘定留保資金 90,992 千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額 205,629 千円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 32,225 千円、減債積立

金 52,000 千円、過年度分損益勘定留保資金 34,639 千円、当年度分損益勘定留保資金 86,765 千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。  

 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第 1 款 資本的収入    271,031 千円     △17,700 千円        253,331 千円 

  第３項 企業債     269,700 千円    △17,700 千円       252,000 千円 

 

支   出 

 第１款 資本的支出    483,077 千円    △24,117 千円        458,960 千円 

  第１項 建設改良費    378,441 千円    △24,117 千円        354,324 千円 

 

第４条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。  

 （起債の目的）        （既決予定額）   （補正限度額）     （計） 

   水道施設建設改良事業   269,700 千円    △17,700 千円    252,000 千円 

 



第５条 予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。  

（科  目）          (既決予定額)     （補正予定額）         (計) 

   職員給与費          38,319 千円       652 千円     38,971 千円 

 

 

                         令和５年１２月１２日 提出 

 

                              佐々町長  古 庄  剛  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収　　　　入 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 水道事業収益 374,231 △ 3,385 370,846

2 営業外収益 23,771 △ 3,385 20,386

2 他会計負担金 836 700 1,536

他会計負担金 700

消火栓修繕負担金

5 消費税及び地方 18,640 △ 4,085 14,555

消費税還付金 消費税及び地方 △ 4,085

消費税還付金 消費税及び地方消費税還付金

令 和 5 年 度 　佐 々 町 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

款 ・ 項 目 説 明
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支　　　出

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 水道事業費用 374,231 △ 3,385 370,846

1 営業費用 321,941 △ 20,218 301,723

1 原水及び 94,706 △ 13,322 81,384

浄水費 委託料 △ 1,062

水質検査業務委託料

賃借料 △ 1,260

浄水場用発電機賃借料

動力費 △ 11,000

浄水場動力費

2 配水及び 44,252 △ 5,071 39,181

給水費 委託料 △ 171

配水池・ポンプ所清掃業務委託料

動力費 △ 4,900

配水池・ポンプ所動力費

4 総係費 76,691 △ 1,825 74,866

給料 286

職員給 264

会計年度任用職給 22

（企業職パートタイム1名分）

手当 184

時間外勤務手当 28

期末手当 150

勤勉手当 126

児童手当 △ 120

賞与引当金 101

繰入額 賞与引当金 84

法定福利費 17

法定福利費 81

共済組合負担金

款 ・ 項 目 説 明

単位：千円



支　　　出

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額款 ・ 項 目 説 明

単位：千円

光熱水費 △ 156

庁舎電気料

委託料 △ 2,321

水道量水器検針業務委託料

4 予備費 45,664 16,833 62,497

1 予備費 45,664 16,833 62,497

予備費 16,883
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収　　　入 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 271,031 △ 17,700 253,331

3 企業債 269,700 △ 17,700 252,000

1 企業債 269,700 △ 17,700 252,000

企業債 △ 17,700

企業債

支　　　出 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 資本的支出 483,077 △ 24,117 458,960

1  建設改良費 378,441 △ 24,117 354,324

2 施設改良費 369,158 △ 24,117 345,041

工事請負費 △ 24,117 一般国道204号交通安全施設等 △ 12,500

整備工事に伴う配水管更新工事

林道木場神田線配水管新設工事 △ 10,402

町道川尻線配水管更新工事 △ 712

町道東町線支－6舗装復旧工事 △ 503

款 ・ 項 目 説 明

（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

款 ・ 項 目 説 明

資本的収入



  

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 6 0 19,624 13,083 32,707 6,264 38,971

0 6 0 19,338 12,815 32,153 6,166 38,319

0 0 0 286 268 554 98 652

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 623 480 73 1,422 4,126 3,139 355 600 2,265

補正前 623 480 73 1,394 3,932 2,973 355 720 2,265

比　較 0 0 0 28 194 166 0 △ 120 0

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　総括

職　員　数 給　　与　　費

合　計

合　計

合　計

法　定
福利費

合　計

6,264 38,971

0 0 0 0 0 0 0 0

補
正
前

損益勘定支弁職員 0

区　　　　分 特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 6 0 19,624 13,083 32,707

資本勘定支弁職員

6 0 19,338 12,815 32,153 6,166 38,319

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

手当の内訳

区　分

比
　
較

0資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

65298554268286000損益勘定支弁職員
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ア　会計年度任用職員以外の職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 5 0 18,132 12,789 30,921 6,001 36,922

0 5 0 17,868 12,521 30,389 5,903 36,292

0 0 0 264 268 532 98 630

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 623 480 73 1,422 3,832 3,139 355 600 2,265

補正前 623 480 73 1,394 3,638 2,973 355 720 2,265

比　較 0 0 0 28 194 166 0 △ 120 0

職　員　数 給　　与　　費

区　　　　分 

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 5 0 18,132 12,789 30,921 6,001

合　計

36,922

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 5 0 17,868 12,521 30,389 5,903

合　計

36,292

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 264 268 532 98

合　計

630

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

手当の内訳

区　分



イ　会計年度任用職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 1 0 1,492 294 1,786 263 2,049

0 1 0 1,470 294 1,764 263 2,027

0 0 0 22 0 22 0 22

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時間外勤務

手 当
期末手当 勤勉手当 住居手当 児童手当

退職手当組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 0 0 0 294 0 0 0 0

補正前 0 0 0 0 294 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区　　　　分 

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

職　員　数 給　　与　　費

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 1 0 1,492 294 1,786 263

合　計

2,049

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 1 0 1,470 294 1,764 263

合　計

0 22 0

合　計

2,027

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0

手当の内訳

区　分

22

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0 0 0
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 22
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 増減額 

 （千円） 

286

0

0

388

△ 120

企　業　職
事務・技術

平均給料月額 （円） 302,200

平均給与月額 （円） 361,417

平 均 年 齢 （歳） 38.2

平均給料月額 （円） 297,800

平均給与月額 （円） 358,550

平 均 年 齢 （歳） 38.2

区　　分

（円） （円）

高 校 卒 166,600 166,600

大 学 卒 196,200 196,200

２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分 人事院勧告に伴う改定による増

昇給に伴う増加分

増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当り給与

その他の増減分

制度改正に伴う増減分 人事院勧告に伴う改定による増
職　員　手　当 268

備　考

給　　　　　料 286

区　　　　　　　　　分

（２）初任給

令和５年１２月１日現在

令和５年９月１日現在

企業職
一般会計の

制度

区　  　　　分

その他の増減分 異動等に伴う減



職員数 構成比

（人） （％）

区　　　分
級

0

６級 1

５級 0

（３）級別職員数

企　　業　　職

令和５年１２月１日現在

７級

４級 1 20.0

３級 1 20.0

７級 0 0.0

２級 2 40.0

１級 0 0.0

４級 1 20.0

計 5 100.0

４級 ３級 ２級 １級

３級 1 20.0

40.02２級

100.05計

0.00

課長補佐の職務
相当高度の知識経
験を要する係長・
主任の職務

係長、主任の職務
主査の職務

一定の知識経験を
要する主事、技師
の職務

定型的な業務を行
う主事、技師の職
務
主事補　技師補の
職務

令和５年９月１日現在

0.0

20.0

0.0

企 業 職

理事の職務
相当高度の知識経験を
要する課長等の職務で
町長が特に認めたもの

会計管理者の職務
課長、次長、局
長、室長の職務

事務長、参事、所長
の職務
相当高度の知識経験
を要する課長補佐の
職務

（級別の基準となる職務）

区　　分 ７級 ６級 ５級

６級 1 20.0

５級 0 0.0

１級
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（５）特殊勤務手当

5

5

0

0

1

2 　代表的な特殊勤務手当の名称

1

0

1

比 率 100.0

5

5

0

0

1

2

1

0

1

比 率 100.0

（４）昇給

職 員 数 （Ａ）（人） 5 　給料総額に対する比率（％）

企業職

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 5

１号給（人） 0

0

３号給（人） 1

４号給（人） 2

備　考

補
正
後 号 給 数 別 内 訳

一　般　会　計　の　制　度 2.200 2.300 4.500 有

有

補　正　前 2.200 2.200 4.400 有

６月（月分） １２月（月分）

企業職

　支給対象職員の比率　（％）
　（令和５年１２月１日現在）

　支給対象職員の１人当たり
　平均支給月額　　　　（円）

区　　　　　分

4.500

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

（６）期末手当・勤勉手当

支給期別支給率 支給率計

補
正
前 号 給 数 別 内 訳

５号給（人） 0

６号給（人） 0

８号給（人） 0

２号給（人） 0

区　　分
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置（月分）

４号給（人） 2

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

1３号給（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人） 5

１号給（人） 0

区　　　　分 合　計

補　正　後 2.200 2.300

職 員 数 （Ａ）（人） 5

５号給（人） 1

６号給（人） 0

２号給（人）

８号給（人） 1



２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定年前早期退職

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 特 例 措 置

（2～20％加算）

同

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（８）その他の手当

区　　　　分 一　般　会　計 の 制 度 と の 異 同 差  異  の  内  容

通　　勤　　手　　当 同

区　　分
そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備　　考

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　上

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当
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円 円 円 円

1 固定資産

（1） 有形固定資産

イ 土地

ロ 建物

〃減価償却累計額

ハ 構築物

〃減価償却累計額
ニ 機械及び装置

〃減価償却累計額
ホ 車輌運搬具

〃減価償却累計額
ヘ 工具器具及び備品

〃減価償却累計額
ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

（1） 現金預金
（2） 未収金
（3） 貸倒引当金
（4） 貯蔵品

流動資産合計

資産合計

3 固定負債
（1） 企業債

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企業債合計

（2） 引当金
イ 退職給付引当金

引当金合計

固定負債合計

4 流動負債

（1） 企業債
イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

122,396,041

122,396,041

0

0

1,052,645,062

1,052,645,062

1,052,645,062

負　債　の　部

4,213,083,483

880,042,709

△ 70,176 17,484,824
5,500,000

857,057,885
17,555,000

3,333,040,774

△ 7,468,290 1,738,707
241,589,091

3,333,040,774

△ 756,636,647 469,579,284

△ 1,607,038,777 2,495,788,532
1,226,215,931

△ 80,139,910 41,151,806

4,102,827,309

82,704,895

121,291,716

令和5年度　佐 々 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 （税抜）

（　令和6年3月31日　）

資　産　の　部

9,206,997
488,459△ 2,394,372

2,882,831

-12-



（2） 未払金

（3） 預り金

（4） 引当金
イ 賞与引当金

引当金合計

流動負債合計

5 繰延収益
（1） 長期前受金

イ 受贈財産
収益化累計額

ロ 工事負担金
収益化累計額

ハ 他会計補助金
収益化累計額

ニ 補償金
収益化累計額

ホ 補助金
収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

円 円 円
6 資　本　金

（1） 自己資本金
イ 固有資本金
ロ 組入資本金

自己資本金合計

資本金合計

7 剰　余　金

（1） 資本剰余金
イ 受贈財産評価額
ロ 工事負担金
ハ 他会計補助金
ニ 補償金
ホ 補助金

資本剰余金合計

（2） 利益剰余金
イ 減債積立金
ロ 建設改良積立金
ハ 災害準備積立金
ニ

1）当年度純利益
2）前年度未処分利益剰余金
3）その他未処分利益剰余金

30,273,000
98,260,233
52,000,000

80,000,000
180,533,233

202,000,000
470,000,000

当年度未処分利益剰余金

255,175,337

200,321,000
29,337,325

4,358,660
12,146,470

9,011,882

1,752,422,661

1,752,422,661

29,936,968
1,722,485,693

92,402,149

92,402,149

1,272,952,252

資　　本　　の　　部

△ 11,605,398 15,219,249
72,574,025

△ 64,982,808 7,591,217

46,272,192
△ 43,422,508 2,849,684

26,824,647

△ 75,612,095 50,753,800
43,766,216

△ 27,778,017 15,988,199

126,365,895

127,905,041

0

3,009,000

3,009,000

2,500,000
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利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

＜注記＞
Ⅰ重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
1．固定資産の評価基準及び評価方法

・固定資産　　取得原価による。
2．固定資産の償却の方法

・有形固定資産　　定額法による。
・主な耐用年数

建物 7年～50年
構築物 7年～80年
機械及び装置 6年～20年
車輌運搬具 4年～5年
工具器具及び備品 2年～20年

3．リース資産に係る経過措置
リース取引開始日が平成26年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた
会計処理によっている。

4．たな卸資産の評価基準及び評価方法
・貯蔵品　　最終仕入原価法による。

5．引当金の計上方法
・貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込み額を計上している。
・退職給付引当金

長崎県市町村組合総合事務組合に対し、一定の負担金を支払うため、退職給付引当金は
計上しない。

・賞与引当金
職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末の在籍職員における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

6．収益及び費用の計上基準
総額主義及び発生主義

7．消費税等の会計処理
・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ貸借対照表等関連
１．企業債の償還に係る他会計の負担

・貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する
　と見込まれるものはありません。

Ⅲセグメント情報の開示
1．本会計は水道事業のみを実施している。

Ⅳ減損損失関連
減損処理となるものはありません。

Ⅴその他の注記
1.賞与引当金の取崩し

令和5年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費を支給するため、
賞与引当金3,539千円を取り崩す予定である。

4,213,083,483

2,940,131,231

1,187,708,570

932,533,233
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（間接法）

1.業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　賞与引当金の増減額（△は減少）

　長期前受金戻入額

　受取利息及び受取配当金

　支払利息

　固定資産除却損

　未収金の増減額（△は増加）

　未払金の増減額（△は減少）

　たな卸資産の増減額（△は増加）

　その他流動負債の増減（△は減少）

　　小計

　利息及び配当金の受取額

　利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2．投資活動によるキャッシュフロー

　有形固定資産の取得による支出

　国庫補助金等による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー

3.財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良企業債による収入

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加（減少）額

資金期首残高

資金期末残高

＜注記＞
Ⅰ重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
・消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計方式は税抜方式によっている。

Ⅱキャッシュ・フロー計算書等関連
　重要な非資金取引はありません。

857,057,885

△ 383,999,727

1,331,000

△ 382,668,727

252,000,000

△ 104,635,185

147,364,815

△ 93,204,840

950,262,725

6,621,000

2,930,242

10,412,000

0

0

148,706,072

14,000

△ 6,621,000

142,099,072

0

△ 14,000

令和5年度　佐々町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1から令和6年3月31日まで）

（単位：円）

キャッシュ・フロー項目

30,273,000

103,348,000

0

△ 55,170

△ 530,000

△ 4,279,000
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